
宿泊税に関する様式の説明 

№ 様式名 要 件 

1  宿泊税特別徴収義務者登録申請書 新たに宿泊施設の経営を始める場合に提出します。 

2 宿泊税特別徴収義務者登録申請内訳書 
同一敷地内で複数の施設を経営している場合（別邸等）や経理上区分できない場合で、まとめて登録
することを希望する場合に提出します。 

3 実質的経営者である旨の申立書 
旅館業法の許可を得た又は住宅宿泊事業法の届出をした方以外の方に全面的に経営を委託しており、
その方に徴収の便宜があると認められる場合など、許可等を受けている方とは別の方を特別徴収義務
者とすることを希望する場合に提出します。 

4 宿泊税特別徴収義務者登録事項変更申請書 特別徴収義務者として登録している内容に変更があった場合に提出します。 

5 宿泊税納入申告書・月計表・納入書 
宿泊税を納入申告する場合に、 
①納入申告書に月計表を添付して提出し、②納入書を使用し、申告税額を納入します。 

6 宿泊税に係る宿泊経営休止・経営再開届出書 

宿泊施設の経営を１ヶ月以上休止しようとする場合に提出します。 
また、期間を定めずに休止したときに、経営を再開しようとする場合にも提出します。 
※ 休止した日までに徴収すべき宿泊税について、その日から１ヶ月以内に申告納入する必要があり
ます。 

7 宿泊税に係る宿泊経営廃止届出書 
宿泊施設の経営を廃止した場合に提出します。 
※ 廃止した日までに徴収すべき宿泊税について、その日から１ヶ月以内に申告納入する必要があり
ます。 

8 宿泊税還付・納入義務免除申請書 
特別徴収義務者が宿泊者から宿泊料金及び宿泊税の全部又は一部を受け取ることができなくなり、既
に納入済みの宿泊税の還付又は納入義務の免除を申請する場合に提出します。 

9 宿泊税特別徴収義務者交付金口座振替払申出書 
北海道から交付される宿泊税特別徴収義務者交付金の受け取り方法として口座振替を希望する場合
に提出します。 
特別徴収義務者と異なる者の口座を希望される場合は、委任状の提出が必要です。 

 

 各種様式を提出する時期や添付書類は、各様式の記載例及び「北海道宿泊税特別徴収事務の手引き」をご覧ください。 


